
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相続不動産登記改正一覧 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

新たな年を迎え、皆様にとってご多幸がありますようお祈りいたしております。 

本年も変わらぬお付き合いをお願い申し上げます。 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 
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◆相続登記の申請の義務化（2024.4.1施行） 

 相続等により不動産を取得した相続人は、そ

の所有権を取得したことを知った日から３年以

内に相続登記の申請を行う必要があります。ま

た、遺産分割協議が行われた場合は、遺産分割

が成立した日から３年以内に、その内容を踏ま

えた登記を申請する必要があります。これらの

登記懈怠には 10 万円以下の過料が課せられま

す。 

 なお、遺産未分割で、相続登記不可の場合は、

自分が相続人であることを法務局の登記官に申

し出れば、相続登記の申請義務履行とみなされ

ます。 

 

◆10年経過遺産の相続分（2023.4.1施行） 

 被相続人の死亡から 10 年を経過した後の遺

産分割は、原則として法定相続分によって画一

的に行うこととされます。 

 

◆住所変更登記義務化（2026.4.1施行） 

 登記簿上の不動産の所有者は、所有者の氏名

や住所を変更した日から２年以内に住所等の変

更登記の申請を行う必要があります。登記懈怠

には５万円以下の過料が課せられます。 

 なお、公的機関間情報による登記官職権登記

も始まるので、この職権登記があると、住所等

の変更登記の申請義務は履行済みとなります。

ただし、自然人の場合には、本人の了解が前提

です。 

◆ＤＶ被害者保護登記（2024.4.1施行） 

 ＤＶ被害者等を保護するため登記事項証明書等

に現住所に代わる事項を記載する特例がありま

す。 

 

◆所有不動産記録証明制度(2026.2.2施行） 

 不動産登記名義人の住所と氏名を全国的に一括

して調査し、所有不動産記録証明書というリスト

で証明する制度が始まります。被相続人名義の不

動産だけでなく、存命の名義人や法人名義の不動

産も調査できます。 

 請求人は本人、相続人、法定代理人等に限定で

す。 

 

◆相続土地国庫帰属制度（2023.4.27施行） 

 国庫帰属申請をするには、１筆の土地当たり

1.4 万円の審査手数料が必要であり、審査を経て

承認されると、10 年分の土地管理費相当額の負担

金が必要です。 

負担金額は原則 20 万円です。 

 

◆共有制度の見直し（2023.4.1施行） 

 共有物に軽微な変更では、全員の同意は不要、

過半数持分で決定、所在等不明共有者については、

地方裁判所決定を経て、所在等不明共有者の所有

権無視で、持分取得や第三者への譲渡も可能とな

りました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆令和 6年 10月 1日から児童手当制度改正 

 この改正は子育て支援の強化を目的にしてい

て、子供を育てる従業員の生活に密接に関わりが

あります。 

 児童手当が家計の一部の支えにもなっている世

帯も多いかもしれません。定期的に支給される児

童手当は年間総額にするとまとまった金額になり

ます。ただ、今までの制度では保護者の収入に伴

う支給制限もあり児童手当を受けることができな

い世帯も少なくなかったでしょう。 

 このたび児童手当の拡充が行われ、保護者の所

得制限は撤廃されました。また、さらに中学生ま

でだった対象者が高校生年代も支給対象者となり

ました。 

 さらに、支給額も増額されています。 

 

◆改正点の詳細は 

(1)支給対象が拡大（所得制限の撤廃、年齢上限の

拡大） 

 これまでの児童手当は各世帯の主たる生計者の

所得額に応じて支給額が制限されていました。主

な生計者の収入が一定額を超える場合は子供の年

齢に関係なく、児童手当の額が下がるか支給され

なくなるとされていました。このような所得によ

る制限を撤廃することとし子供を養育するどの家

庭にも児童手当を支給するのが一つの大きな改正

点です。 

(2)年齢制限と支給額の拡大 

 いままでの児童手当は中学校卒業（15 歳になった

後の最初の 3 月末日）までが支給対象となっていま

したが今後は子供が高校生年代（18 歳に達する日以

後の最初の 3月末日まで）になるまで支給されます。 

 支給される金額は月 1人当たり 0～2歳は１万 5千

円、3歳～小学生１万円、中学生１万円、新しく設定

された高校生年代１万円、第 3 子以降は 0 歳～18 歳

3万円に増額されました。 

(3)支給時期の変更 

 児童手当の支給時期が年 3 回から隔月（偶数月）

の年 6回に変更されました。 

 新たに児童手当の支給対象となる方は、令和 7 年

3月 31日までに市区町村へ申請を行うと令和 6年 10

月分から手当を受けられます。 
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田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 

お年玉を入れる「ポチ袋」の

「ポチ」とは、 

「これっぽち」の「ぽち」。 


